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平成24年度と平成25年度の
「後期高齢者医療制度の保険料」について

　後期高齢者医療制度の保険料率は２年に一度改正することとされており、今回保険料率の改正を行いま
した。平成24年度および平成25年度の所得割率と均等割額は以下のとおりです。

平成22・23年度 平成24・25年度 増　　　減
所 得 割 率 9.87％ 10.88％ 1.01％増
均 等 割 額 52,213円 55,045円 2,832円増
賦 課 限 度 額 50万円 55万円 5万円増

◆保険料額の算出方法
　被保険者ごとの保険料は、被保険者全員が等しく負担する「均等割額」と、被保険者の総所得金額等※に
応じて負担する「所得割額」との合計額になります

保険料額
（年　額） ＝ 均等割額

55,045円 ＋
所得割額

〔総所得金額等※-33万円〕
×10.88％（所得割率）

※「総所得金額等」とは、前年中の「公的年金等収入－公的年金等控除」、「給与収入－給与所得控除」、
「事業収入－必要経費」等の合計額で、各種所得控除前の金額です。

◆平成24年度の保険料軽減措置
●世帯(※注１)の所得に応じて、保険料均等割額

3 3 3 3

が軽減されます。
均等割額
軽減割合

軽減後の均等割額
（年額）

同一世帯内の被保険者及び世帯主の軽減対象所得金額（※注２）
の合計額

９割軽減 5,504円 「33万円以下」かつ「被保険者全員が年金収入80万円以下で、その
他の所得がない」

8.5割軽減 8,256円 33万円以下
５割軽減 27,522円 「33万円＋24万５千円×世帯主を除く被保険者数」以下
２割軽減 44,036円 「33万円＋35万円×被保険者数」以下
※注１「世帯」とは、４月１日時点の世帯（年度途中で75歳になる人、県外から転入した人などはそ
の時点）が基準となります。
※注２「軽減対象所得金額」とは、基本的には総所得金額等と同じですが、65歳以上の人で公的年
金収入の場合、「公的年金等収入－公的年金等控除－15万円」となるなど、例外があります。

●被保険者の所得に応じて、保険料所得割額
3 3 3 3

が軽減されます。
５割軽減 総所得金額等が91万円以下（公的年金収入のみの場合、年金受給額が211万円以下の人）

●後期高齢者医療制度に加入する前日まで被用者保険※の被扶養者であった人
均等割が９割軽減されます。
（所得割額は、掛かりません）

軽減後の保険料
年額5,504円

※被用者保険とは、全国健康保険協会管掌健康保険、組合管掌健康保険、船員保険、共済組合をいいます。
　国民健康保険、国民健康保険組合は該当しません。

◆保険料額の通知について
　保険料の詳細は、７月に送付予定の「平成24年度後期高齢者医療保険料額決定通知書」をご確認ください。

◎後期高齢者医療被保険者証（保険証）が更新されます
現在の保険証の有効期限は平成24年７月31日までとなっています。平成24年８月１日から使える
新しい保険証は、７月下旬に郵送します。

問い合わせ 後期高齢者医療お問い合わせセンター　☎092651・3111
 市市民課医療係(福間庁舎)　☎43・8128　　市民サービス係(津屋崎庁舎)☎52・4966

65歳以上の人（第１号被保険者）の
介護保険料を改定しました

介護保険料の決め方

市で介護保険給付にかかる費用
（利用者負担分を除く）

65歳以上の人の負担分
（21%）

市の65歳以上の人数

●保険料は介護保険事業計画の見直しに応じて３年ごとに設定されます。

・老齢福祉年金（※２）を受給中で世帯全員が住民税非
  課税の人、 または生活保護受給中の人

・世帯全員が住民税非課税で、 「合計所得金額（※３）」と
　「公的年金等の収入額」の合計が 80万円以下の人

・上記のうち、「合計所得金額（※３）」と「公的年金等の
　収入額」の合計が 80万円以下の人

・上記のうち、「合計所得金額（※３）」と「公的年金等の
　収入額」の合計が 120万円以下の人

・本人が住民税課税で、「合計所得金額（※３）」が 200
  万円未満の人

・本人が住民税課税で、「合計所得金額（※３）」が 200
  万円以上 400万円未満の人

・本人が住民税課税で、「合計所得金額（※３）」が 400
  万円以上の人

・世帯全員が住民税非課税で、  第２段階に該当しない人

本人が住民税非課税の人

所得段階

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

第５段階

第６段階

第７段階

0.45 24,570円

24,570円

38,220円

54,600円

35,490円

54,600円

46,410円

69,880円

84,630円

87,900円

0.45

0.70

0.65

1.00

0.85

1.28

1.55

1.61

判定基準 標準割合 保険料率基準額（※１）
① ①×②②

介護保険料は基準額をもとに、所得段階別に
決められます。
●平成24年度から平成26年度までの３年間の介護保険料は
　基準月額4,550円、年額54,600円となります。

問い合わせ 市高齢者サービス課介護保険係　☎43・8191

＝ ×

決め方

基準額
（年額）

※１) 基準額
　福津市の介護サービスに要する費用の見込み額のうち、65歳以上の介護保険被保険者で負担すべき金額をそ
の被保険者数で割って求めた平均的な保険料額で、３年ごとに見直しを行います。
　保険料は毎年６月に決定し、各個人に通知します。

※２) 老齢福祉年金
　明治 44 年４月１日以前に生まれた人などで、一定の所得がない人や、他の年金を受給できない人に支給される
年金です。

※３) 合計所得金額
　純損失または雑損失の繰越控除前の総所得金額、土地等に係る事業所得等の金額、長期・短期譲渡所得の金
額（特別控除前）、株式等に係る譲渡所得等の金額、山林所得金額及び退職所得金額の合計額です。
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